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経済先進国における社会政策の将来

デビッド・ピアショ（David Piachaud)

１．はじめに―33年ぶりの再訪

わたしがかつて、高山武志教授のお招きで、こ

こ札幌の北海道大学にお伺いしたのが1980年で、

それから33年、一世紀の三分の一、わたしの人生

の半分にあたるだけの時が経ちました。お迎えく

ださったみなさんの温かな歓迎、地面の下に立派

な街路が張り巡らされているのに驚いたこと、時

間通りに運行される都市交通網、「少年よ、大志を

抱け」と刻まれた彫刻と一緒に学生たちが写真を

撮っていたこと、こちらが日本語を話せず、日本

のみなさんはわたしよりよく英語文法をご存知な

のにも関わらずあまり英語をお話しにならないた

めに、意志の疎通に苦労をしたこと、サッポロビー

ル園での歓迎会でLSEの校歌を歌ってほしいと

頼まれて歌えなかった―果たしてそんな歌がある

のかどうかわたしはいまだにわかりませんが―こ

となどをよく覚えております。また、包装の強度

を確かめるために巨大な回転装置にテレビが放り

込まれていく工場やら、広大な製鋼工場などを見

学したことも記憶にあります。何しろ日本は世界

でも奇跡の経済発展を遂げた国でした。きわめて

組織的で、かつ整然とした社会であるという印象

を持ったことも覚えています。わたしは台所に入

れてもらえなかったので確実なところはわかりか

ねますが、日本の男性は英国の男性よりも台所で

料理をすることがなさそうでした。そして男性は

ほとんど全員が背広を着ていて、みんながみんな

中流のようで、階級格差が厳然と社会に深くはび

こる英国とは違って見えました。一方女性はとい

えば、実に創造的で生け花や木彫にいそしみ、カー

ラーを巻きつけた髪をスカーフで覆っているよう

な英国女性より、どなたもはるかに優美でした。

1980年、わたしの国はちょうど、サッチャー夫

人を首相に選んだところでした。彼女は国を逆戻

りさせること、特に福祉国家の部分を後退させる

ことに全力を尽くした首相です。英国が勤勉さを

欠き、経済的な繁栄から遠ざかったのは福祉国家

であったがゆえであると、サッチャー夫人は指弾

していたのです。今年の初めに、サッチャー元首

相は亡くなりました。セント・ポール寺院で行わ

れた葬儀に参列した者も少なくありませんでし

た。英国人は、壮麗な国家的な儀式を行うことに

かけては世界でも群を抜いていると考えており、

ロイヤル・ウェディングなどを見るとそれはおそ

らく正しい認識なのでしょう。その一方で、オズ

の魔法使いの「鐘を鳴らせ 悪い魔女は死んだ」

を歌って祝う人たちもいました。また、わたしを

初め一部の人間にとっては、元首相が英国という

国をいかに深く分断してしまったか、さらに1980

年以降、どれほど社会が変わり、あるいは変わら

なかったか、改めて思いをめぐらす機会となりま

した。

２．33年間の変化と社会支出の増大

1980年以来、グローバライゼーションと通信手

段は大きく変容を遂げました。世界の交易量は積

載トン単位ではほぼ３倍になりましたし、携帯電

話など1980年当時は影も形もなかったのが、いま

やロンドンの学生は講義中でもメールを読んでい

ます―日本の学生はそうでないことを祈るばかり

ですが―。インドでは人口と同じ数の携帯電話が

使われているということです。１人当たり実質所

得は、近年の世界的な景気低迷にも関わらず、1980

年と比較して、日本では76パーセント、英国でも

ほぼ同じ率で高くなっています。
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今回のわたしの講演の中心テーマでもある社会

支出は、日本では現在GNPのほぼ４分の１に及

び、1980年の２倍以上の割合になっています。当

時の英国は、GNPに対してそれよりはるかに大

きな率を占めていましたが、成長率が鈍く、今で

はGNP比で日本をわずかに上回るに過ぎませ

ん。1980年に、仮にこれだけの社会支出を予見で

きていたとしたら、すべてとは言わないがほとん

どの社会問題は解決され、貧困はなくなり、みん

ながまともな住居に住み、健康で充分な教育を受

けられるようになっているだろう、と考えたはず

です。

ところがそのような具合にはなりませんでし

た。経済発展はどうやらきわめて脆弱なもので、

その恩恵が国民全員にいきわたっていないのは明

らかです。貧困は相変わらず深刻ですし、格差は

さまざまな面で広がっています。英国では、多く

の人が福祉国家は危機にあると考えています。年

金は財源が乏しくなり、国民保険制度のNHSは

骨抜きにされ、納税者は政府の無駄な支出や働く

ことを厭う「たかり屋」「怠け者」のために税金を

納めることに嫌気がさしています。あるいはまた、

格差が広がって、標準所得の100倍かそれ以上も

のボーナスが、政府に救済されたおかげで首がつ

ながっているにすぎない何千人という銀行家にい

くのだろうと見る人もいます。このような国家の

行く末を留め、反転させたいと願う人もいれば、

このまま推し進めたいと考える人もいます。社会

政策はその狭間にあります。社会政策は政治に

とって、経済に、社会にとって重要な課題に直面

しています。わたしはそこを考えたいと思ってい

ます。

３．社会政策と社会的問題

まず、「社会政策」をどのような意味で使うかで

す。これは、中央及び地方の政府が直接、あるい

は費用の支弁によって間接的に提供する社会施

策、すなわち、学校や病院、公営住宅と、社会扶

助と社会保険といった社会保障制度のことです。

ただ、それだけではありません。社会政策とは、

社会をこのような形に作りたいと考えてたてられ

る、政府の政策の総体です。そうした政策には種々

多様で錯綜する目的があると考えられます。自由

経済の市場に任せていては供給されないか、充分

な対価がなければ受けられないけれども、社会に

とっては必要な財やサービスを提供することであ

るかもしれません。すべての人がよりよい機会を

与えられ、公正な成果を得られるよう、社会正義

を促進することかもしれません。経済を発展させ

ることが目的となることもあれば、調和のとれた

社会を作ろうとするのかもしれない。移民の流入

を歓迎したり、あるいは排除しようとする政策も

あれば、出生率を左右する、健康を増進する、両

性の平等を促進する、地球温暖化を抑制すること

などを目的とする政策もあるでしょう。項目は挙

げればきりがありません。アメリカで、銃は「社

会改革に必要」とする広告を見たこともあります。

わたし自身は、武器が社会的な目的にかなうもの

とは思えませんが。いずれにせよはっきりしてい

るのは、経済先進諸国における政府の活動の大半

が社会活動に関わっており、社会的問題が政治論

争の中心とならざるを得ないということです。

歴史的にみれば、このような状況になったのは

ごく最近の話です。20世紀の初め、政府の社会政

策は、今日の水準からすれば非常にわずかなもの

でした。日本では、社会支出は国内総生産の１パー

セントのさらに５分の１に過ぎませんでしたし、

英国でもたったの１パーセントでした。20世紀の

前半50年は２度の大戦があり、世界恐慌があり、

大量の失業者が出ました。自分がそのような大変

な時代が終わったあとに生まれたのは幸運だった

と思います。大戦後の世界にも各地で紛争はあり、

苛酷な出来事も数多くありますが、けれども全体

としてみた場合、この時代、経済と社会は変容を

遂げています。

たとえば英国では、大戦後、労働党政権がベバ

リッジの提唱による社会保障改革や国家医療制度

を導入し、空襲跡地やスラム化した市街地に大規

模な公共住宅を建設しました。この結果社会支出

は大幅に増えたわけですが、驚いたことに社会支
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出はその後も60年間一貫して増大し続け、1960

年にはGDPの10パーセントだったものが、1980

年には17パーセント、現在は24パーセントに達

しています。この支出は労働党政権の時代だけで

はなく、保守党政権下でも変わらず増えており、

サッチャー時代ですら首相の思惑に反して増加し

ていたのです。

４．社会支出と社会政策をめぐる対立

英国において、そして先進諸国全体のすべてに

おいて、社会支出が増大し続けたのはなぜなので

しょうか。それは政治的圧力と経済的圧力との総

体によるものです。民主政治の力は、生存のため

の最低限度の収入を得る権利や、教育を受ける権

利、健康を享受する権利が万人にあるとし、社会

支出の増大に、間違いなく重大な役割を担ってき

ました。同時に大きな役割を果たしたのが、価値

観の変化です。いまや、自国内で子どもが教育も

受けられずに放置されていていいと考える人は先

進国にはほとんどいないでしょう。経済が発展し、

高度な産業化と都市化が進むなか、教育を受けた

健康な労働力が必要とされるようになり、失業や

障害、あるいは引退などによって雇用労働力に

なっていない人々のためになんらかの手当てが必

要になってきました。社会政策が成熟するにつれ、

社会の公正を求める力がさらなる社会支出を要求

することになります。平均寿命が長くなり、年金

や高齢者医療に依存する人が増える一方、医療技

術が進んで治療の選択肢が拡がり、それで恩恵を

受けられる人はすべからく医療を受けるべきであ

るとする考え方によって、支出にいっそうの拍車

がかかるわけです。20世紀の後半50年は、西側社

会のほとんどで、社会的権利が大幅に拡大した時

代でした。とはいえそれはもちろん完全に横並び

ではなかったし、遺漏もあり、社会にはさまざま

な不公正や格差が厳然とはびこっており、それは

社会政策を分析する人々が指摘する通りです。け

れどもかの50年は社会が進歩をみた時代であり、

その進歩がいま重大な危機に瀕しているのです。

同時に、社会支出の増大を止めよう、縮小させ

ようとする圧力も日増しに大きくなっていまし

た。ひとつは政治的圧力です。国家の力が拡大し

すぎて政治的自由が脅かされると考える人々、税

金はできるだけ低いほうがいい、支出の大きい政

府は非効率だし、不正のはびこる余地があると考

える有権者、あるいはまた、社会保障が手厚すぎ

て救済する価値のない人たちまで養うことになっ

ていると見なす人々からの圧力です。２つめが、

経済的観点からの議論でした。税負担が重くなる

と企業努力や投資意欲を損ない、企業が安価な労

働力が得られ労働者の保護が行き届いていない海

外に流出してしまう恐れがあるというもの。３つ

めは、これがおそらく最も切迫した問題でしたが、

景気の後退とそれによる歳入の減少が多くの国で

起こり、公共部門の巨大な歳出超過を支えきれな

くなっています。

つまり、社会政策をめぐって大きな対立がある

わけです。それは主として政府に焦点があたる問

題ではあるのですが、社会全体が直面せざるをえ

ない対立でもあります。わたしはいたずらに不安

をあおるつもりはありません。同僚である研究者

ハワード・グレニスターもかつて示したように、

これまで社会の危機や破滅を予測した人はたくさ

んいましたが、それでもいまわたしたちはなんと

か生きつづけています。解決できていない問題に

四苦八苦しながらも。ただ、現在の情勢はきわめ

て厳しいものです。社会支出はすでに大幅に削減

されています。削減がある程度抑制されているの

は、これ以上景気を後退させたくないという考え

からです。景気が回復すれば、さらなる鉈が振る

われるでしょう。すでに行われている削減によっ

て、最も弱い人たち、もっとも貧しい人たちが早

くも重い負担をこうむっています。それは、弱者、

貧しい人々が、政治的には最も攻めやすい部分だ

からです。しかしこれはさらなる貧困と格差を生

み出し、今以上に社会は分断され、やがては政府

の正当性すら失われる事態になりかねません。
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５．「社会サービスモデル」の隘路と社会政策

の意味

ほかの手立てはないのでしょうか？ きっとあ

る、とわたしは信じています。とはいえそれには、

大半の国々や研究者たちが考えているよりも、は

るかに広い視野で社会政策を捉えなければならな

いでしょう。これまでの社会政策は、「社会サービ

スモデル」とでも呼ぶものに囚われてしまってい

るようにわたしには思えます。このモデルでは、

社会にはなんらかの要請や問題がありそれを社会

サービスで解決しようとします。そうした社会

サービスが寄り集まって福祉国家をなすのです。

ところが今は、これまで示したように、もっと社

会サービスをという勢力と社会支出を減らせとい

う勢力とが拮抗しており、出口はないように思え

ます。

これに代わる考え方が、社会政策とは社会サー

ビスに関するものだけではない、政府のみならず

社会に存在するその構成者―つまり個人もコミュ

ニティも、中小企業も大企業もすべてが、いかに

行動するべきかを規定するものなのだというもの

です。社会政策とは社会を、そして経済、さらに

は社会的、政治的、文化的価値を構成するすべて

の要素によって生み出されるものであり、それら

は社会政策の原因です。社会政策はまた、社会、

経済、その価値全般に影響を及ぼすもので、これ

が結果です。このように社会政策を広く捉える概

念が重要であることは、社会政策の目的を考えて

みればはっきりします。

多くの人は、社会政策が経済政策と対立すると

考えます。たとえば社会政策は病気の人や貧しい

人を助けるための望ましい贅沢品だが、対象の限

られた周辺的なものであって、民主主義に不可欠

ではない、という具合に。ところが現実には、そ

もそも教育を受けた健康な労働力があり、社会構

造が安定してこそ経済活動は成果をあげられるわ

けで、それは家族や法と秩序、社会的公正に依存

しており、それらはそもそも社会政策に依拠して

いるのです。現代では国家が教育を提供する、学

校を作るのは当たり前のように思えますが、英国

ではそうした教育制度が始まったのはたったの

150年前です。個人や家族が何にどの程度責任を

果たすべきなのか、コミュニティや非営利組織は

どうか、そして国家が何にどのくらい責任を持つ

のかというバランスは、時代とともに変化してき

ましたし、これからも変化するでしょう。ただ、

その変化はゆっくりしたものなので、えてして意

識されずにきてしまうのです。

健康が守られるのは、どんな医療が提供される

かにかかっています。けれどももっと根っこのと

ころでは、きれいな水や衛生状態、健全な食生活

や運動が欠かせません。タバコや過剰なアルコー

ル、薬物は健康を損ないます。ですから水資源の

確保や衛生を保つ政策、タバコや薬物の規制と

いった政策のすべてが健康に影響を与えるわけ

で、ひょっとしたら医療制度はそのなかではもっ

とも重要性が低いものかもしれません。同様に、

教育には学校も必要ですが、そればかりでなく、

学校に入る前の準備や親からの支えと励まし、さ

らには社会的な動機付けがなければ成果はあがり

ません。貧困の抑制には社会的な保護だけでなく、

完全雇用や充分な賃金が求められるのです。

このように、社会サービスは、何か大切な社会

的目標を獲得しようとする際に投入されるさまざ

まな力のひとつに過ぎず、しかも往々にして小さ

な力でしかありません。これは、社会的な問題の

解決には国家がすべての責任を負うべきと期待さ

れ、少しでもうまくいかなければ政府が批判の矢

面に立たされてしまうような状況では、忘れられ

がちなことです。たとえば英国では、子どもが親

や親族の手で死んでしまうと、ソーシャルワー

カーが残忍なまでの批判を浴びます。悲しいこと

にこうした児童の虐待死事件は、１～２年に一度

くらいは起きてしまいます。児童保護のワーカー

とて完璧ではないし、充分な手を尽くせないこと

もあるでしょうが、とはいえ、子どもが死んだ原

因は、ワーカーではありません。
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６．人生の段階と社会政策

ここで、より広い社会政策概念を絵解きするた

めに、400年前、人生を７つの段階に分けて描いた

ウィリアム・シェークスピアを引き合いに出させ

てもらいます。シェークスピアは、

世界は舞台／男も女もみな役者にすぎぬ／出

とはけのきっかけを待ち／ひとりの男が多くの

役柄を演じる／幕は七つの時代だから／ひとつ

めは幼子／子守の腕の中で、啼いたりげっぷを

したり……

シェークスピアが分けた７つの段階を全部繰り

返すのはやめておきますが、最後はこうです。

いっとう最後の場面／山あり谷ありの不思議

な歴史に終止符を打つもの／それは第二の子ど

も時代、あとはひたすらな忘却のとき／歯もな

く、目もなく、舌もなく、何もない

そこでわたしもシェークスピアの顰にならい、

現代に生きる男女の生涯を７つの時代に分けて、

それぞれの社会政策を語っていこうと思います。

幼児期>

英国では、そしておそらく日本でも事情は同じ

だと思いますが、人生の最初の数年間はほぼ完全

に家族が責任を負ってきた時代ですが、それもほ

とんどが母親に委ねられてきました。母親たちが

どうやってきたかといえば、子育ては自分の母親

たちから学ぶものでした。観察し、体験を通じて、

文字通りの試行錯誤を重ねながら。父親たちはだ

いたいにおいて何もわかっていませんでした。わ

たし自身、いい学校に通い、オックスフォードと

いう大学を出ましたが、そこでは泣いている赤ん

坊にどう接したらいいか、何ひとつ教わることは

ありませんでした。大きな変化が４つ起こり、子

育てに甚大な影響を及ぼしました。１つめは家族

の規模が小さくなり、核家族が増えたことできょ

うだいや親戚、ご近所の子育ての様子を観察し、

練習する機会が少なくなったこと。２つめは女性

の雇用が大きく拡大し、また男女機会均等の圧力

が高まって、かつてのように母親が当たり前のよ

うに子どものそばにいる存在ではなくなったこ

と。３つめとして、少なくとも英国では、離婚率

が高まり、単身で子どもを生む女性が増えたため、

母親に時間的余裕がなくなり、また貧困が増大し

たこと。そしして４つめに、子どもの発達を長期

的に追った近年の研究により、子どもの将来はお

おむね４歳までに固まってしまうと明らかになっ

てきたこと。ということは、現在国が提供してい

る教育は、ほとんどの子どものライフ・チャンス

が決まってしまったあとに始まっているというこ

とになります。

もし女性や子どもに与えられる機会をできるだ

け公平にしようとするなら、親になるための準備

段階に何らかの手を講じ、幼年期の早い段階で、

質の高い子育て支援を提供する必要があります。

いま現に存在している機会の著しい不均等を減ら

そうとするなら、親と行政による子育て支援との

関係を根本から再考する必要があります。子育て

に公的支出を行うことは、大学に助成するよりは

るかに意味があるのです（教育はすでに教育の足

りている人々にさらにつぎ込まれ、一方、医療は

健康の足りていない人々につぎ込まれる、という

のは、比べてみると不可解なことです）。人生の最

初の時期の養育責任を、北欧諸国がすでに行って

いるように、親から行政へと移す、あるいは親と

行政とで分かち合うということは、従来の公的責

任と私的責任の考え方に大きな一石を投じること

になりますが、それでもわたしは、今後すべての

先進諸国で取り入れられていくことになると考え

ます。それがひとえに出生率を上げるためであっ

たとしても。

若者>

子ども時代と普通教育の時代はひとまずおき、

４歳未満から16歳へとここで一気に飛びます。今

日わたしが論じてみたい社会政策の第２の関門
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は、若者―16歳から21歳の時期にあります。多く

の国々で若年失業率はうなぎのぼりになっていま

す。スペインなどはいまや50パーセント以上で

す。これでは収入のみならず、希望も失われます。

遅かれ早かれ、世情が不安定になるのは間違いあ

りません。英国では、16歳から24歳の若者の６人

にひとりがNEETで、学校に通っておらず、職に

もなんらかの職業訓練にもついていません。将来

の見込みがつかめません。大学の進学率は上がり、

50パーセントに近づいていますが、教育費の基盤

は大きく変わってきました。わたしは学費だけで

なく生活費も含め、大学にかかる費用はすべて返

済の義務のない奨学金でまかなうことができまし

たが、現在の学生は償還義務のある奨学金、いわ

ば教育ローンを受けており、学費も生活費も全額

返済しなければなりません。それでいて学生たち

の多くはいま、英国内で仕事を見つけることがで

きません（そして一部は日本に英語を教えにやっ

てくるのです）。

この問題の解決に直結する社会政策はありませ

ん。必要なのはもっと仕事の口ができることです。

これは要するに経済問題なのです。ところが経済

問題に取り組むのに及び腰になるばかりに、社会

政策で解決の道を探ることになり、それで若年失

業の問題が解消されないと、結局批判を受けるこ

とになります。結論としては、社会政策で解決で

きることには限りがあると認識しなければなりま

せん。若い人々の能力を活用し、彼らが将来に失

望しないですむという社会的目標を達成するため

には、かつて目指していたように、完全雇用を最

重要課題として目標にすえるしかないのです。

独立した生活（independent living）>

若い世代にとって職を得ることは重要ですが、

それと同時に、親元を離れ独立した生活を営むこ

とも大きな意味があります。結婚、あるいは同棲

により、または友人との共同生活、１人暮らしな

ど、いろいろな形があるでしょう。そのために必

要なのは住居で、それも仕事に通うことが可能な

住まいです。必要とされる場所に住居があること

が、失業を減らすためには不可欠です。しかし、

日本でも同じかもしれませんが、英国では住居費

は高騰しています。供給を上回る勢いで需要が増

し、その結果住宅費用が上昇します。そのために、

すでにマイホームやマンションを持っている、あ

るいは将来相続できるあてのある人々と、住宅取

得になんら足がかりのない人々との間の隔たり

が、どんどん大きく開いていくことになります。

ひとつ例を挙げましょう。15年前、わたしは25

万ポンドで―これは日本円でおよそ４千万円にな

りますが―家を買いました。現在我が家の評価額

は100万ポンド以上、買ったときの４倍になって

います。わたしは何の苦もなく、しかも税金も課

されることもなく、この15年間に雇い主から支払

われた俸給の総額よりも多い額を、不動産価格の

高騰から得られたことになります。今ではLSE

の若手教員は、もともとの財産でもない限りこん

な家はとても買えません。狭いマンションですら

購入できない講師が多く、収入の半分を高い家賃

に費やしています。

なぜこんなことになったのでしょうか。いま住

居専用区域が非常に制限されていて、住宅建設そ

のものが制約を受けているのです。いま英国には、

NIMBYという言い回しが広まっていますが、こ

れは住宅建設、とりわけ自宅近辺での新しい住宅

建設を嫌う人々で、Not In My BackYard―うち

の庭に来ないで―の頭文字をとった言葉です。

NIMBYの政治力は強力です。というのは、不動

産保有者の多くは自分の不動産の価値を脅かすも

のには何であれ反対しますし、自分の住む地域や

学校、病院に移民、特に「自分たちとは違う人た

ち」が集まるのを嫌がります。つまり、地域環境

を守ろうとする社会政策は、家を買うことのでき

ない「持たざる」人々の犠牲のもと、すでに「持っ

ている」人々だけを守ってきたのです。富裕層に

限らず、若い人々みんながまともな住居を持てる

ことを目標とするなら、政府は需要に見合うだけ

住宅建設用地を増やすことを保障しなければなり

ません。
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生活賃金>

英国においてはかつて、貧困はおおむね、失業

や疾病、老齢のために仕事につけない人に限られ

ていました。ベバリッジの改革は、この層の救済

を企図していました。ところがいまや「ワーキン

グ・プア」―家族の誰かが働いているのに、それで

も貧困線以下にいる人々が増えています。ブレア

首相とブラウン首相の労働党政権時代、そして保

守党のキャメロン率いる現在の連立政権はいずれ

も、ワーキング・プアに対し、税額を控除するこ

とで手当てし、また新たにユニヴァーサル・クレ

ジットが導入されました。これらの政策は大きな

財源が必要で、それでいて低賃金という根本の問

題の解決にはなっていません。1999年に導入され

た全国最低賃金は、ある程度までは低賃金の問題

に対応しようとするものではありましたが、政府

の規定は低賃金の原因そのもの、すなわち労働者

のスキルの問題と労働需要の不足には踏み込んで

いません。同様のことはアメリカを始めとして多

くの先進工業国で起こってきています。ここでも、

経済の課題を、原因を放置して対症療法的な社会

政策で解決しようとしているのです。車のタイヤ

がパンクしたら、パンクそのものを直さない限り

いくら空気を継ぎ足しても無意味です。ですから、

ワーキング・プアを支援するには、賃金格差の拡

大の原因そのものに対処しなければならないので

す。

教育者、雇用主、それに政府が力を合わせてこ

そ、賃金格差の拡大要因に取り組んでいくことが

できるのです。残念ながら目下雇用主の多くは、

労働者全般に生活できる賃金を出すよりも役員の

給与を上げることにのみ熱心です。企業重役の給

与は近年平均賃金の伸びよりはるかに大きく上昇

しているのですが。この構造が変わらない限り、

ワーキング・プアは増える一方でしょう。

定年後>

わたしは英国とLSEの定年退職年齢を過ぎて

いますが、以前の４分の１の給与で働かせても

らっています。わたしは仕事が楽しく、働かずに

すむようになりたいと望んではいません。ほとん

どの人は心から仕事を楽しめるほど幸運ではな

く、定年の日を待ち望んでいることでしょう。ベ

バリッジの改革は、人口の半数が65歳以上まで長

生きすることを目指していました。しかし今日、

65歳どころか、ほとんどの人がそれよりはるかに

長生きし、全人口の６人にひとりが65歳以上です

し、2050年には、４人にひとりが高齢者になると

いわれています。同時に、年金受給世代の政治発

言力、シルバーパワーは、たえず年金額の引き上

げを要求してきました。英国をはじめ多くの国々

の社会政策担当者は人口動態の変化を捉えそこな

い、高齢化の進行自体は徐々に進んできたのです

が、積み重なったその結果は社会を劇的に変えま

した。いまでは多くの国で、年金受給者と支給額

の増大のために、年金制度が危機的状態にありま

す。

ではどうすればいいのでしょうか。年金保険料

を積み立て方式にすべきなのか、はたまた税金で

まかなうべきなのか。どのような方式を採用する

にしても、根本は同じです。就労層の負担を増や

すか、収入に応じて年金支給額を減らすか、定年

年齢を上げるかです。個人的には何年もの間仕事

ばかりしたあと、ただ遊ぶだけの人生はあまり好

ましくないと思っていますし、多くの人ももし選

べるのならばそうはしたくないのではないでしょ

うか。実際、積年の労働人生から一定の年齢でみ

んなが引退するのが当たり前、というのは20世紀

だけの特異な「現象」となるような気がします。

将来的には、仕事が肉体的にさほど苛酷なもので

なくなれば、仕事に没頭する時期は現在とはまっ

たく違った配分で一生のうちのあちこちに散ら

ばっていくように思われます。ただはっきりして

いるのは、社会政策が一定年齢での引退を前提に

していることで、この制度を維持していくのは困

難ではあるのですが、これを変えるのもきわめて

難しいということです。

第２の「子ども期」>

一生の最終段階をシェークスピアは「第２の子
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ども期」と呼びました。多くの人にとってこの時

期は、体が弱り、誰かに世話をしてもらわなけれ

ばならない、記憶力が衰え、認知症が進行するか

もしれません。とはいえ大多数の人はそれなりに

健康で、死の直前まで頭もしっかりしているで

しょう。大いに心強いことです。明らかなのは、

非常に高齢まで生きる人の数が増え、健康状態を

保ったまま老いていく人の数もそれに劣らず増え

ているということです。高齢者のケアに要する費

用や手間が急速に増大することが予測されます。

こうした費用や手間は家族、とりわけ女性に降り

かかってくるかもしれませんし、配食サービスや

在宅ケア、あるいはもっと費用のかかる施設ケア

という形で行政の負担が今以上に増えることにな

るかもしれません。

当然ながら、公私の負担をどう調整するかに関

心が注がれています。この20年あまり、英国では

家族のケアをする人たちへの支援が手厚くなって

きましたが、それでも家族の負担はまだまだ非常

に重くなっています。日本では、非常に高額にな

る長期の施設入所の財源を確保する方法は改善さ

れてきましたが、英国はその点遅れをとっており、

目下高齢者ケアの個人負担に上限を設けてはどう

かと検討されている段階です。個人負担の上限が

問題になる理由のひとつは、わたし自身の両親の

例を挙げるとよく分かります。母はアルツハイ

マーを患い、晩年は病院で過ごしましたが、その

費用は全額NHSの負担で個人負担はまったくあ

りませんでした。一方父は歳と共に体が弱り、亡

くなるまでの数年は私設の老人ホームにいたので

すが、その費用は高級ホテル以上で、自宅を売却

することで捻出しました。悲しいことに、晩年を

自宅で過ごすか子どもと暮らすという選択肢を可

能にする支援制度はありません。

医療の進歩に伴い、多くの人がますます長生き

できるようになれば、人から世話を受けなければ

ならない時期も長くなるだろうことははっきりし

ています。ただこの問題が、倫理的側面から、そ

して経済性から検討されることはほとんどありま

せんでした。家族に頼るか公設の老人ホームに入

るかという従来の二者択一は満足のいく回答とは

言えません。ここがおそらく、将来の社会政策の

最大の課題となることでしょう。

死と人生>

ロンドンの、わたしが住んでいる地区はテムズ

川に近く、散歩するのに手ごろな公園もあります。

人間が非常に健康、あるいはおおむね健康な状態

で生きられる時間―健康寿命と言います―は、こ

の地区では71年、ロンドンの反対側に行くとこれ

が55年です。地下鉄に乗って１駅東に行くごと

に、平均余命は１年短くなると言われています。

わたしの家のある地区に住むということは、平

均して、他の人の人生の４分の１ほど余分に生き

られるということです。このような不公平はあら

ゆる不平等のなかでもはるかに根の深いもので

す。こうした不公平が生じる理由は、必ずしも医

療制度と直結しているわけではありません。NHS

のおかげで、おおむね均等な医療が受けられるか

らです。はっきりした要因がひとつあるわけでは

なく、貧困や環境、教育、余暇を過ごす余裕、栄

養、行動様式など多岐にわたる要因と根深く結び

ついているのです。しかし要因が複雑だからと

いって、手をつけられないわけではありません。

社会的優先順位からすれば、このような人生の不

公平に取り組むことは、かなり優先順位が高いと

言わなければならないでしょう。けれど現実には

そうなっていません。多くの人は、寿命が短いの

はその人が選んだ生き方の結果であると考えるか

らです。もちろん、万人が同じだけの寿命を生き

るわけではありません。ただ、もし社会における

命の長さのこれだけ大きな不均衡を変えようとす

るなら、個々人の考え方、行動を子どもの頃から

変え、コミュニティや環境を変え、企業を変え、

命を縮めるような商品をせっせと生産する企業体

質を変え、政府の考え方までをも変えなければな

らないでしょう。政府は単なるサービス提供者で

あってはならず、個人と社会の福祉を促進する主

体でなければなりません。そのためには政府は、

いままでに失われた信頼を取り戻さなければなら
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ないでしょう。政府は何でもわかっているという

態度で、敬意と感謝を集められると考えていたの

では、もはや何もできません。政府は人々ととも

にあるべきなのです、人々のためにしてやる、で

はなく。

７．おわりに―社会政策の将来

ここまで、人生を７つの段階に分けて考えてみ

ました。もっと掘り下げてもいいのですが、それ

をすると生きるのがいやになるかもしれません

ね。

要約すると、わたしが論じてきたのは、社会政

策がいまも、そしてこれからも社会にとっては根

本的に重要であるということです。家族の構造や

経済体制が社会の根幹をなしているように。社会

政策が社会サービスに限定されたり、あるいは公

正に関するだけのものであったら、社会政策など

贅沢なもの、経済の要請が優先し、そこで余裕が

あるときだけ考えればいいものとされてしまうで

しょう。

社会政策が民主制の中に根付き、きちんと財源

も保障されて維持されたなら、人々―選挙民―は

きっと社会が自分のものであると感じ、社会政策

に理解を示し、帰属感と連帯感をもつことができ

るに違いありません。人々が政府を信頼し、それ

によって政府は人々から遊離することなく、人々

とともに動くことができるでしょう。

哲学や政治学、経済学、そして社会科学のすべ

ての分野を学ぶ学生や研究者にとって、社会政策

は関心の中心でなければならないでしょう。いま

のところ社会政策に目を向けているのは、ソー

シャル・ワークや教育、貧困を研究する人々だけ

のようですが。社会政策はたしかに、社会正義、

社会の不平等、貧困、剥奪の問題に強く関わって

きました。それには疑いの余地はありません。し

かし経済成長と社会の将来像を描くために社会政

策が重要であることも、十全に認識されなければ

なりません。社会の問題を一生懸命拾い上げ、繕

うだけでは不十分なのです。その役割が充分に認

識されるためには、成長や将来に焦点を当てなけ

ればなりません。社会政策は経済全体と社会のあ

りようとその質のために、きわめて重要です。

このために、社会政策の将来はきわめて刺激的

であるとわたしは信じています。

（London School of Economics and Political
 

Science）

翻訳：屋代通子（NPO法人CAN）・松本伊智朗

（北海道大学大学院教育学研究院・教授）

付記

本稿は2013年度教育学研究院研究推進特別経

費による「子どもの貧困研究と教育の課題に関す

る日英比較（代表：松本伊智朗）」の一環として行

われた研究会における講演記録である。以下本研

究会の実施報告の一部を再録し、経過の説明とす

る。なお本稿の小見出しは原文にはなく、松本が

編集の段階でつけている。

１．概要

2013年11月４日（月）、北海道大学教育学部会

議室において、ロンドン大学政治経済学院（LSE）

のデビッド・ピアショ教授を招へいし、研究会を

開催した。午前中はピアショ教授の基調講演「経

済先進国における社会政策の将来」を行った。午

後はピアショ教授の講演を受けて松本がコメント

を行い、討論がもたれた。そののち日本側から２

名の報告を行い、ピアショ教授からのコメントを

踏まえて討論を行った。日本側の報告は、鈴木佳

代（現、愛知学院大学）「Beyond micro and macro:

exploring life chances from life course perspec-

tives」、鳥山まどか（現、北海道大学）「現代日本

の家計の特徴と借金問題」である。

当日は約50名の参加者があった。教育学部・教

育学院の学生、院生のみならず、他学部・他研究

院の院生・教員、道内外の他大学の研究者と関係

団体職員、弁護士、道内児童相談所ソーシャルワー

カーや学校教員など多彩な参加者であった。

２．背景

子どもの貧困に対する社会的関心の高まりを背
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景に、2013年６月には「子どもの貧困対策推進法」

が成立した。貧困は社会的不平等の帰結であり、

また子どもの貧困は貧困の一側面である。した

がって子どもの貧困に対する取り組みは、反貧困

政策・実践の一環として社会的不平等を緩和する

可能性がある。しかし一方で、子どもの貧困とい

う限定された関心の持たれ方は、貧困に対する理

解と政策を限定的なものにする危険をはらむ。子

どもの貧困に対する社会的関心が高まり、政策的

な争点になっている現時点で、子どもの貧困と教

育の関係が古くから研究と政策の争点になってい

るイギリスの研究者を招へいし、貧困に対応する

政策の基本問題を確認すると同時に、討論を通し

て今後の研究の課題と方向を整理することとし

た。

３．ピアショ教授について

ピアショ教授はイギリスを代表する社会政策・

貧困研究者のひとりであり、1970年代後半の内閣

の政策立案室のアドバイザーを始めとして、その

後もEU、ILO、OECD、WHOなどのコンサルタ

ントを務めている。1980年には日本学術振興会研

究員として本教育学部を拠点として研究活動を

行っており、本学部紀要にも２回の執筆があるな

ど、持続的な研究交流がある。貧困の概念的研究

と測定・政策研究の双方で貴重な業績があり、制

度的につくられる「貧困の罠」の実証的把握や、

家計と社会的費用・時間的費用の検討を通した「子

育ての費用」分析は、その後の研究に大きな影響

を与えている。

４．Ｄ・ピアショ「経済先進国における社会政策

の将来」

まずこの100年の社会の変化を概観したのち、

社会問題が政治の論争の中心になってきたこと、

社会政策に関わる社会支出が大きく増加したこと

が確認された。そののち、社会支出を経済成長と

対立的に捉える考え方に基づいて、政治的議論が

構築されている現状について検討された。また福

祉国家という制度自体が、社会支出に基づく社会

制度によって社会問題を解決するという観点から

議論されがちで、限定的に理解される傾向がある

ことが議論された。

そののち社会政策の現状について、人生のライ

フステージごとに論点が整理され、子ども期と若

者期、自立的な生活の開始と生計を維持するに足

る賃金、労働市場からの引退と高齢者ケア、「生と

死」などに焦点が当てられ、検討と議論がなされ

た。

結論として、経済政策と社会政策を対立的に捉

えるのではなく、また社会政策を「問題解決型」

の制度としてのみ理解するのではなく、すでに社

会を維持していくための社会基盤であること、今

後もそうであり続けるであろうこと、またそのよ

うに位置づけてこそ、政治的課題として社会が関

心を共有することになることが示された。

５．おわりに

貧困と社会政策の研究の蓄積を持つイギリスを

代表する研究者から基本問題に立ち返る講演を受

け、また若手研究者の報告を踏まえ、多彩な立場

からの参加者と問題と討論を共有できたことは、

参加者すべてにとって有意義な時間であった。な

お、研究会終了後は会議室において懇親会がもた

れた。教育福祉論ゼミの院生・学生による手作り

の料理が用意され、教授は心から楽しまれた様子

であった。また今回のピアショ教授の招へいを機

会にして、全国的な研究会である貧困研究会の研

究大会において基調講演「貧困研究：進歩、問題、

政策」がもたれた。これは雑誌「貧困研究第12号」

（2014年７月）に掲載されている。

（松本伊智朗)
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